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組織スラック論とフィードフォワード・コントロールの再検討
田　 尻　 敬　 昌
要　旨
　フィードフォワード・コントロール論における事前統制規準と事前統制
対象（丸田［2005］）の差異というところに組織スラックとの接点を求め
た。
　この差異に対して、最善ではないが、次善的に適正なものであろうとい
う合意形成が得られるところに組織スラックの特徴を見出し、本論文が考
えるフィードフォワード・コントロールが組織スラック形成の端緒になる
可能性を示唆した。
　また、フィードフォワード・コントロールの戦略変化への事前対応と
いった特徴が、田尻［2010］が主張する組織スラック形成に企業統治主体
が寄与するという観点とどのように結びつけることができるか考察する。
キーワード
　組織スラック、フィードフォワード・コントロール、計画の統制、業績
評価と意思決定、戦略的企業統治
１．はじめに
　本論文は、組織スラックのフィードフォワード・コントロール的特徴を考察
することを目的としている。先行研究で指摘される組織スラック論におけるス
ラックの特徴からフィードフォワード・コントロール的特徴を見つけ出そうと
する局面もあるが、どちらかというと両者の接点を探すことに焦点を当ててい
る。それゆえ、従前のフィードフォワード・コントロールのフレームワークも
少々変わってくる。
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　組織スラック論とフィードフォワード・コントロール論を結び付けようとい
う着想は、組織スラックが不確実性に対応するためのものとして形成し利用さ
れるという観点と、丸田［2005］に指摘されるような、フィードフォワード・
コントロールが事前行動的・予防的特徴をもつという観点の共通性から来てい
る。また、その中心的論点とはずれるが、フィードフォワード・コントロール
に伴う曖昧性や丸田［2005］の十島［1989］の引用に表れるフィードフォワー
ド・コントロールの寛容的な特徴などに組織スラック論との親和性があるもの
と思われる。そこで、本論文では、まず、第一に丸田［2005］のフィードフォ
ワード・コントロール概念から得られる組織スラック論との接点を考察する。
　その箇所では、組織スラックの機能などを交えて接点を探る。さらには、組
織スラックが従来「利用」の観点から説明されることへの批判として、その
「形成」に焦点を当てた、先駆的な高橋［1999］、［2000］、［2001］、［2004］は、
マネジメント・コントロールにおいても組織スラック形成がなされることを示
唆しており、本研究はフィードフォワード・コントロールの観点からこの組織
スラックの形成を検証したい。
　丸田［2005］から得られる知見の中で、本論文は、事前統制規準と事前統制
対象という概念を重視し、そこから生まれる差異が組織スラックの形成に関連
することを考察している。無論、丸田［2005］はこのような差異の解消に焦点
を当てているが、この解消は、あくまで、企業組織内で合意形成が得られない
であろう部分の解消であり、局面によっては、顕在化する差異、潜在的な差異
を残すことの合理性を主張したい。
　また、近年の組織スラック研究の実証論文としてIndjejikian and Matejka
［2006］に注目すると、彼らが主張する「組織スラックは、業績評価情報より
も意思決定情報を強調する管理会計システムのもとで、より多く形成される」
という仮説は、業績評価会計が「意思決定支援システム」や「意思決定影響シ
ステム」をもつという観点（Grafton, Lillis and Widener［2010］らのなど）
に立つと、少々、疑念を持たざるを得ない。
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　このGrafton, Lillis and Widener［2010］は、「意思決定支援尺度と意思決
定影響尺度の共通性が、意思決定支援尺度をフィードフォワード・コントロー
ル的に利用したりフィードバック・コントロール的に利用することで組織ケイ
パビリティを媒介として組織業績を高める」ことを実証している。
　そこで、Grafton, Lillis and Widener［2010］のフィードフォワード・コン
トロール論からも組織スラックとの関係性を検討する。
　Grafton, Lillis and Widener［2010］に関する考察において、本論文は、指
標間の対立やテンション（緊張関係）のようなものが組織スラック形成にも影
響があることに注目している。本論文では、Grafton, Lillis and Widener
［2010］と異なり、意思決定支援尺度と意思決定影響尺度の共通性というより
は、例えば、意思決定会計情報として利用される正味現在価値法と業績評価会
計情報として利用される会計利益の間に、（利害関係者の期待や意図に）対立
するようなものがあるとすれば、両者に接点をもつ（資本コストを用いた）残
余利益などを選択的に使用するといったことも検討している。
　また、Grafton, Lillis and Widener［2010］から得られる、フィードフォ
ワード・コントロールの戦略変化への事前対応といった特徴が、田尻［2010］
が主張する組織スラック形成に企業統治主体が寄与するという観点とどのよう
に結びつけることができるかということを考察する。ただし、この箇所は未だ
予備的考察の段階であり、詳細な検討が足りない点は注意されたい。
２．フィードフォワード・コントロール論と組織スラック論の接点
　ここでは、マネジメント・コントロールに焦点を当てたフィードフォワー
ド・コントロールを検討し、それと組織スラック論の接点を検証する。
　その中で丸田［2005］のフィードフォワード・コントロールと組織スラック
論の接点を図るが、その目的は、組織スラックのフィードフォワード・コント
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ロール的特徴を検討することにあり、詳しく言えば、フィードフォワード・コ
ントロールが組織スラックの利用だけでなく、その形成にも影響を与えること
を考察することにある。
　ただし、本論文における経営管理階層の体系は、Anthony and Govindrajan
［2001］の「戦略形成、マネジメント・コントロール、タスク・コントロール」
枠組みを使い、一般的なコントロール論と接点を持ちながら、組織スラックの
フィードフォワード・コントロール的要素を検証する。
　これは、丸田［2005］1と異なり、マネジメント・コントロールの範囲を広く
とっており、その意図は経営管理階層の区分が明確にするのが困難で「曖昧」
にならざるを得ないということと、より多くのマネジメント・コントロール論
との接点も同時に考察しやすいようにするためである。
　この点で、丸田［2005］のフィードフォワード・コントロール論よりも少し
変質したものになっているかもしれない。組織スラック論ではスラックを容認
する立場にあり、原価企画や予算管理論においても管理会計分野では伝統的に
スラックのようなものを否定する傾向にあり、この（一見）対立する（ように
見える）ところの接点も考察する。
　本節では、管理会計分野でのコントロール論を考察するので、マネジメン
ト・コントロールを中心に組織スラック論との接点を検討し、戦略形成などを
含む戦略コントロールは次節で検討する。
2.1.　丸田［2005］のフィードフォワード・コントロールと組織スラック
　Anthony and Govindrajan［2001］では、マネジメント・コントロールを戦略
的計画、予算編成、執行、業績評価という順序で行うと説明している。このマネジ
メント・コントロールは「戦略を実行するために、経営管理者が組織の他の管理者
に影響を与えるプロセスである」（Anthony and Govindrajan［2001］、堺［2013］）。
１　丸田［2005］では、「戦略コントロール（戦略形成と実行）、マネジメント・コント
ロール（短期の全体統制）、オペレーショナル・コントロール」となっている。
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　マネジメント・コントロールの各段階は、現実的に明確に分けるのが困難で
あり、それは戦略形成とマネジメント・コントロールにおいても同様であり、
マネジメント・コントロールの各段階での考察において互いに話が一部交錯す
る点はご容赦願いたい。
　戦略的計画設定では、Anthony and Govindrajan［2001］が指摘するよう
に、企業の構造的枠組みを決めるような計画が立てられる。具体的には、開発
計画、設備投資計画、人員計画や、セグメント、製品別の計画が挙げられる。
　組織スラックの中心的な機能であるイノベーションを起こすには、この戦略
的計画における意思決定が重要なカギを握る。Indjejikian and Matejka［2006］
はその点を重視して、米国の契約理論における伝統的なモデル分析を示して重
ねて実証研究も行い、意思決定システムが組織スラックの形成（増加）に寄与
する2ことを示している。これについては、第２項で後述する。
　複数の個別構造計画を総合して調整する長期期間計画では、利害対立が起こ
らないように組織スラックが利用される可能性がある。複数の個別業務計画の
総合・調整する局面でも同様のことがいえる。また、短期と長期のすり合わせ
でも利害対立緩和のために組織スラックが使われるかもしれない。
　また、意思決定と業績評価に使われる会計情報の指標間でも対立またはテン
ション（Grafton, Lillis and Widner［2010］）3のようなものが生じる可能性が
ある。特に、戦略的計画設定における資本予算、個別構造計画が調整され総合
化された長期の利益計画、短期の個別業務計画を調整し総合化した短期の利益
計画、損益予算・資金予算をすり合わせた総合予算を結ぶ局面では、複数の指
標が対立またはテンションを起こす可能性が考えられる。
　これらは、Indjejikian and Matejka［2006］が指摘するように、業績評価
システムは組織スラックの減少をもたらす可能性を示している。また、このこ
２　有用な指標を使うことで、イノベーションにつながる適切な投資案を選ぶことがで
きる可能性を示唆するものと考えられる。
３　Grafton, Lillis and Widner［2010］はあくまで業績評価における意思決定支援尺度
と意思決定影響尺の間のテンションについて言及している。
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とは、業績評価システムの一部の局面で組織スラックを利用するとも考えられ
る。Indjejikian and Matejka［2006］の検証事項は、業績評価システムにお
いて組織スラックを利用することや重視する指標によっては減らすことを示唆
しているのかもしれない。
　しかし、同時に業績評価システムにおいても組織スラック形成がなされる可
能性がある4。
　また、（集約化された）正味現在価値法による指標、投下資本利益率、会計
利益、非財務指標、主観業績尺度など5がうまく相容れられないことも想定さ
れる。
　そこで、例えば、残余利益などは、正味現在価値法の割引率として利用され
る資本コスト、正味現在価値と会計利益という異なる指標の対立またはテン
ション6を折衝するようなものと考えることができるかもしれない。さらに、
投下資本利益率の利益に、残余利益を使い、デュポン・チャートのように展開
して利用すれば、より折衝の役割を果たすことができるとも考えられる。そし
て、このような残余利益や残余利益を使った投下資本利益率と非財務指標（主
観業績尺度なども含む）との因果関係を探り結びつけ、多様な利害関係者が納
得するように、これらの目標値と見積値・予測値・期待値7の差を適切な値に
おさめる。この適切な差が組織スラックの形成の一部をなすと思われる8。指
標間のテンションや差異などは、そこに注意を集める機能があるものと考えら
れる。
４　この組織スラック形成は期間的にずれて効果が生じる可能性もある。その意味で
は、形成の土台になるといえるかもしれない。
５　これらを折衝する中で組織スラックが生み出される可能性を後述している。
６　指標間のテンションについては、Simons［1995］・［2000］、西居・近藤［2012］、
近藤・乙政［2013］などでも指摘されており、吉田・妹尾［2009］やBowens and 
Van Lent［2007］からも間接的にそれがうかがい知れる。Bowens and Van Lent［2007］
が指摘する集約的指標と非集約的な指標に関する考察は本論文の議論と少し符合しな
い部分もある。
７　この期待値は利害の異なる関係者が各々期待する値とする。
８　無論、利害対立も同時に存在するので、組織スラックの利用と形成が両隣になって
いる。
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　この差異だけが唯一の組織スラックの形成というわけではなく、このような
差異を許容することで組織業績の向上のきっかけとなり、その後もたらされる
向上した業績がさらなる組織スラックの源泉になると考えられる。
　また、大下［2009］では、戦略的多元業績評価ツールであるバランスト・ス
コアカードの中で異なる利害関係者の要求を満たして対立を避ける局面の存在
を指摘しており、このことが組織スラックの利用だけでなく、その利害対立を
避けるための組織スラック形成もなされることを示唆していると解釈できるか
もしれない。また、先行指標における非財務指標と遅行指標である財務指標と
の因果関係に焦点を当てるバランスト・スコアカードは、成果と要因という点
では密接な関係性を有するように見えるが、非財務指標と財務指標、先行指標
と遅行指標との間に対立やテンションのようなものが存在し、それが差異を生
むことも想定される。
　これらのことがどのようなことを意味しているのかは、丸田［2005］から着
想を得ているので、それを例にして説明する。
　丸田［2005］は、コントロールすべき差異を、原価の差異であれば、「統制
規準値−統制対象値（上限統制）、利益の差異であれば、「統制対象値−統制規
準値（下限統制）として表し、事前にコントロールするための計算式を、予算
を例にとれば「予算利益−目標利益」と表す。丸田［2005］によれば、これ
は、統制の対象である「見積値（または予測値）」と統制の規準となる「目標
値」を比較して、差異をコントロールしようとするものであり、このコント
ロールをフィードフォワード・コントロールと呼んでいる。
　丸田［2005］の原価企画では、目標利益を念頭においた目標原価と、企画、
設計、試作の各段階の見積原価を比較してすり合わせていく過程でフィード
フォワード・コントロールを見出している。
　また、丸田［2005］は、予算に関して、予算編成過程、予算伝達過程、予算
改訂過程の各段階でフィードフォワード・コントロールの特徴を考察している。
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図表１
出典：丸田［2005］
　丸田［2005］によれば、予算編成過程においては、予算編成方針にかなう予
算がなければ、予算編成方針を修正し、「いかに望ましい規準値を設定するか」
という観点から（新しい）予算編成方針を事前の規準値として、繰り返し統制
対象値である予算案を検討し、その差異を適正な値におさめることにフィード
フォワード・コントロールが見出すことができると説明されている。
　丸田［2005］は、予算伝達過程において、承認済みの予算は執行段階におけ
る統制規準となり、この規準と比べて諸活動の見積値が評価されると指摘す
る。このような予算を伝達する過程では、「いかに望ましい規準値を達成させ
るか」という視点から、事前的にその規準値と見積値の潜在的な差異を適切な
値におさめようとすると説明されている。
　丸田［2005］によれば、期中の予算改訂において、新しい予算値のもとでそ
れが達成可能かどうかを見積り、不確実な環境変化の中で、経常的に変化に警
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戒し、「いかに望ましい規準値に保つか」という視点で、変化の予兆を事前に
察知しながら新予算値と見積値の差異を望ましい値におさめようとするもので
ある。
　丸田［2005］は、このような３つの流れを経常的に使用することを想定して
具現化したものが、ローリング予算であると指摘する。
　無論、丸田［2005］は、上記のような差異を解消するところにフィードフォ
ワード・コントロールの役割を求めているが、本論文は、適切な組織スラック
の形成（または利用）に焦点を当てているので、当然差異すべてが悪いものと
捉えずに、これを「合意形成の得られるであろう適切な値」に設定することを
意図している。
　この議論を予算に限らず拡充させると、各種のプログラムにおける利害の調
整の中で長期の目標利益を変更したり、環境変化に伴う予測の変化でそれを変
更し、古い長期の目標利益と新しいものとを比較し合意形成が可能となる目標
利益を探求し、さらに、見積もられた長期利益と新しい長期利益を比較してそ
の差異を適切な値におさめることが考えられる。
　また、新しい長期目標利益を下位に展開する中で、その目標利益と予測値を
比較して、望ましい差異におさめることも必要とされる。
　このように修正という行動が伴う可能性があるフィードフォワード・コント
ロールには、そもそも事前の統制が求められるため完璧に計画を統制できるわ
けではないので、そこには自ずと差異が生まれ、ある一定程度の差異を許容せ
ざるを得ないかもしれない。また、利害対立を調整する必要もあるため、必ず
しも差異の（事前の）是正を強く求めない局面も想定される。
　このような中では、責任を共有することも必要とされるかもしれない。
　そして、先に指摘したように、利害の異なる主体が存在する企業組織の中で
は、複数の測定指標が存在し、その指標間で対立のようなものが生じる可能性
がある。前述したように、意思決定に使われる指標や業績評価に使われる指標
の間を取り持つものが、資本コストを使用する残余利益とするならば、目標残
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余利益9やそれを使用した目標投下資本利益率なるものを設定し、これらを経
常的にローリングして差異計算を行い、組織スラックを適切な範囲におさめる
ことも考えられる。無論、投資意思決定における資本コストは非経常的なもの
に分類されるかもしれないが、投資家（や債権者）を意識しながら中長期の計
画を発表したり、四半期決算の予測を発表する局面では、残余利益を１つの業
績評価尺度として利用すれば、資本コストの把握も経常的に行う必要が出てく
る可能性もある。
　無論、前述したように、非財務指標などがこれらの目標残余利益などの業績
ドライバーとして因果関係を持たせられる中にも、差異の誘因が存在する。
　また、上記のような差異が唯一の組織スラックの形成というわけではなく、
これらの差異の許容が、企業業績の向上のきっかけとなり、その向上した業績
が組織スラックの源泉になるものと考えられる。
　今まで議論してきた事前差異についてであるが、これらにも複数のストー
リーが想定される。あくまで、ここでの想定は１つの可能性として考えていた
だきたい。
　上記のような事前差異を、企業組織内で合意されたものとして、その範囲内
で差異を修正せずにそのまま許容するというものがあるかもしれない。明示的
な差異は注意喚起の役割も果たす。「正常な差異を超える異常がないか」や、
「その差異を資源化したときの配分」などに注意・関心を集める。さらには、
管理者（または利害関係者）が他の利害関係者とのコミュニケーションを一定
期間後にも取りたいという意図をもって、（はじめに合意形成がなされていて
も）「その差異が合意の中で意図されたものと同質かどうかなどの説明責任を
求められる」ように仕向けるために、差異を設定する可能性がある（⇒継続的
な対話を望んでいる）。
　また、目標値に（一部の）差異を含ませることで、目標と見積にそれほど差
９　ここで想定する残余利益は単年度の目標利益だけでなく、３〜５年の目標利益など
想定している。
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異がないようにすることも考えらえる。前者に対して後者が存在する理由の１
つは、企業組織全体にとって、一部の不適切な経済主体（例えば、不当な短期
的利得の搾取を目的とした投機家など）が存在することで、差異を一時的に明
確にさせないという可能性がある。これはあくまでも１つの仮説にすぎない。
他には、見えにくさが逆により強い注意喚起を呼ぶという状況も考えられる。
さらには、前段落の例と同じように継続的な対話のために目標値に差異を含ま
せる状況も考えられるが、これには当然、より強い対話の欲求からくるものか
もしれない。
　そして、その他の事前差異の形態として、目標差異に幅を持たせることが考
えられる。これは、差異を30,000,000〜50,000,000円と想定することを指してい
る。例えば、経営者の業績予想においてレンジ業績予想10と呼ばれるものがあ
るように、これを利用する企業にとっては、各種目標値も幅があり、そこでの
適切な差異もレンジ予想される可能性がある。
　これまで、組織スラックは異なる利害を持つ主体がいる中で、フィードフォ
ワード・コントロールの中で利害対立緩和のために組織スラックが利用される
という議論だけでなく、そのフィードフォワード・コントロールが組織スラッ
クの形成を促す仕組みがあることを議論した。
　このことは、Bourgeois［1981］は組織スラックにおけるイノベーション機
能とそれ以外の機能（利害対立緩和機能）を二分したが、イノベーションを促
すマネジメント・コントロール・システムと管理会計情報は密接な繋がりをも
つものであるため、利害対立の緩和とイノベーションは、コインの裏・表の関
係、または、かなり近いところに位置する関係であるといえるかもしれない。
2.2.　Grafton, Lill is and Widner［2010］からの組織スラックの考察
　Grafton, Lillis and Widner［2010］は、業績評価の意思決定支援尺度と意
10　東京証券取引所が2012年３月21日に発表した「業績予想開示に関する実務上の取扱
いについて」より。前述の２つの差異（のシナリオ）についてもレンジ業績予想が原
因で生じる可能性がある。
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思決定影響尺度、フィードフォワード・コントロールとフィードバック・コン
トロール、組織ケイパビリティ11、戦略事業部の業績の4者の関係を考察して
いる。
　Grafton, Lillis and Widner［2010］は、業績評価の意思決定支援と意思決
定影響の両者に共通する尺度から得られる情報をフィードフォワード・コント
ロールとフィードバック・コントロールに利用し、そのコントロール・システ
ムが、戦略機会をうまく捉える組織ケイパビリティを評価し発展させるように
情報提供し、そのような組織ケイパビリティが戦略機会をうまく捉えることで
戦略的事業部の業績向上につながることを示した。
図表２
出典：Grafton, Lillis and Widner［2010］より
　Grafton, Lillis and Widner［2010］は前述したように、意思決定支援尺度
と意思決定影響尺度に共通する尺度を利用することで両者の間にあるテンショ
ンにうまく対応することを考えている。意思決定影響尺度は上位の管理者が下
位の管理者を業績評価するときに使うものであり、それにより、下位の管理者
はその業績評価尺度に基づく意思決定をするように影響を受けるというもので
11　組織ケイパビリティは公式的なシステム、非公式的なプロセス（例えば人的なネッ
トワーク）を組み合わせてインプットからアウトプットに変換するものであり、品質
の良さやリードタイムの短さ、顧客対応の良さといったところに表れてくる組織能力
をさす（Collis and Montgomery［1998］）。
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ある。しかしながら、下位の者は意思決定に影響を受ける尺度に対して緊張関
係をもたらすと感じたり、ときには抵抗感を持つかもしれない。そこで
Grafton, Lillis and Widner［2010］は意思決定支援尺度と意思決定影響尺度
のどちらにも共通して利用される尺度を用いれば、うまく緊張関係をコント
ロールできると考えている。
　本論文は、このGrafton, Lillis and Widner［2010］の指標間のテンション
をうまくコントロールする観点を参考にしている。ただし、本論文は共通する
尺度というよりも、例えば、正味現在現在価値法と会計利益という質の異なる
ものの間を取り持つ残余利益のような尺度を重要視している。どちらか一方に
選択するのではなく、両者の尺度の一部をうまく組み合わせて、異なる利害を
適当なところで取り持ち合意形成を得られるようにするということを想定して
いる。
　また、本論文は、Grafton, Lillis and Widner［2010］が指摘する業績評価
情報の意思決定支援の役割の存在から、Indjejikian and Matejka［2006］が指
摘する業績評価情報が組織スラックに負の効果をもたらし、意思決定情報が正
の効果のもたらすという観点に疑義を唱えている。業績評価システムの意思決
定支援情報が組織スラック形成に寄与する点は前項で詳述したとおりである。
　Grafton, Lillis and Widner［2010］は、残念ながら新しいケイパビリティ
が業績を向上させることを明らかにできなかったが、業績向上をもたらす既存
のケイパビリティが新しいケイパビリティの開発に有用であるというヒントは
残している。つまり、既存のケイパビリティに関連する組織が新しいケイパビ
リティを学習する可能性がある。
　このようにフィードフォワード・コントロールが、事前に大きな環境変化を
もたらす戦略機会を捉える可能性が示されていることから、前項で検討した環
境変化やそれに付随する利害関係の変化の中で、戦略、戦略的計画、予算編成
方針の変更といった局面にうまく対応できるのは、フィードフォワード・コン
トロールではないかという知見が得られる。
田尻敬昌：組織スラック論とフィードフォワード・コントロールの再検討
―　　―30
　次節では、この大きな環境変化に伴う戦略機会の芽を読み、イノベーション
機会に繋げる端緒に対する構想を検討する。
３．組織スラック、コントロール、企業統治と、イノベーション
　ここでは、まず、マネジメント・コントロールとイノベーションの関係を考
察したDavila［2005］などを参考にイノベーションとマネジメント・コント
ロールの関係を検討する。そして、企業統治のコントロール（大下［2009］）
の議論における構造的企業統治と戦略的企業統治（Ratnatunga and Alan
［2011］）にも、Davila［2005］とよく似た関係性があることを確認する。そ
の後、これらの概念がどのようにフィードフォワード・コントロールと結びつ
くのかを考察する。そして、最後に、イノベーション、企業統治、フィード
フォワード・コントロール、組織スラック関係性を検討したい。
　前節までに考察できなかった丸田［2005］の戦略コントロールは本節で少し
後述する。
　なお、本論文は未だ予備的考察、試論にとどまるものであるので、その点は
容赦願いたい。
　Davila［2005］はマネジメント・コントロール・システム（以下、MCS ）
とイノベーションの関係を考察しており、Burgelman［1983］の「構造的文
脈と戦略的文脈12」の概念を応用して、MCSの役割を明らかにしようとしてい
12　「構造的文脈」は、中級管理者の関心を変化させるよう経営者らが操作する経営管
理メカニズムを意味し、組織構造の配置、職位と関係の公式化の程度、プロジェクト
選別の基準、管理業務の測定、企業家的精神を持とうとする中級管理者の任命などを
含む経営者の努力を反映したものである（Burgelman［1983］）。「戦略的文脈」は、
戦略行動を全社的な戦略コンセプトへ関連づける中級管理者の努力を反映したもので
ある。その文脈では、中級管理者が、自律的に戦略を主導することに意味をもたせ、
新しい事業開発と一致する実行可能な魅力的な戦略を形成し、全社的戦略コンセプト
を修正することで、これらを主導することを正当化するために経営者を説得する行動
をとる（Burgelman［1983］）。
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る。特にMCSが、図表３のように４つの戦略を形成・実行するための文脈と
なりうると主張している。
図表３　イノベーション戦略のためのMCSモデル
（出典）Davila［2005］を一部修正
　意図された戦略は、現行戦略が着実に実行されるように、経営者がMCの働
きを確保するという伝統的なMCS概念であり、それ故、特段大きな変化をも
たらさない。
　Burgelman［1983］の誘導された戦略行動とは、創発的な戦略を形成する
ガイドラインを作ることで導かれた戦略行動である。Davila［2005］によれば、
この誘導された戦略行動は、何をすべきか定義するのではなく、ガイドライン
を使い企業目的を組織に浸透させ、それにそった日々の行動が戦略の実現を定
義づけ、創発的戦略を形成するといえる。
　これは、従業員の行動を細かく強く統制するわけではなくある程度の自由度
を与えているので、漸進的に変化することを模索する。行動をきつく統制する
ものではなく、従業員がガイドラインを参照しながら漸進するので、Davila
［2005］は、漸進的イノベーションをもたらすと述べている。
　Burgelman［1983］の自律的戦略行動とは、現場の従業員や中級管理者が
積極的に大きく変化をもたらすビジネスモデルを見つけようと努力し、新しい
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戦略を形成させるために経営者に働きかけ、急進的なイノベーションを実現さ
せようとするものである。Davila［2005］によれば、この戦略におけるMCSは、
経営者が主導するものではないので、信条システム（Simons［1995］）により
変化を動機づけ、事業境界システム（Simons［1995］）により新しい事業機会
を求めることとその事業を試みることを一定の範囲内におさめてプロジェクト
や戦略をうまく選択させるようにすることである。特に、Davila［2005］は、
外部者との関係性が大きな変化のきっかけになるかもしれないと指摘している。
　戦略的イノベーションは、大きな変化を経営者が主導するものである。
Davila［2005］は、マネジメント・コントロールのツールを現行戦略の脅威
になるリスクに対処するために使い、高い目標水準13を設定して、現状維持に
安住しない緊張感を生み出すことの重要性を説いている。外部環境の変化を捕
捉するためにMCSを利用して情報収集の輪を広げる。
　さらに、Davila［2005］は、組織学習の点について、戦略的イノベーショ
ンの計画設定が、新しい企業競争力の開発を動機づけ、そのための資源を展開
し、組織学習の進展に合わせて新しい測定システムを構築すると指摘する。そ
こでは、異なる組織構成員同士の情報交換で学習を促し、事業モデルを具体化
させると述べている。
　このDavila［2005］と非常に似た枠組みが大下［2009］やRatnatunga and 
Alan［2011］にも存在する。
　大下［2009］は、COSO［1992］とCOSO・ERM［2004］における内部統制
の記述から、ガバナンス主体である取締役会が、全社的なリスクマネジメント
を軸にして企業戦略まで目を向ける必要があることを指摘している。また、大
下［2009］は、上記２つの資料から「ガバナンスを内部からコントロールす
る」ことも見出している。
　そして、Ratnatunga and Alan［2011］も同様にCOSO［1992］とCOSO・
13　この点は少し組織スラック概念と異質的かもしれない。
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ERM［2004］を参考にして、「構造的企業統治」と「戦略的企業統治」という
概念を導いている。Ratnatunga and Alan［2011］は、取締役会に戦略、戦
略的企業行動、価値創造に対する責任を課す側面を描き出している。なお、構
造的企業統治とは我々が一般的に想像する従来の監視という側面が強いものを
指している。これは、場合によっては、行動を制約し柔軟な行動阻害する恐れ
があることを示唆するものと考えられる。
　また、Ratnatunga and Alan［2011］も大下［2009］と同様に、戦略的企
業統治を行う取締役会に対して管理会計情報を提供する仕組みが、その柔軟な
統治の有り様を支援することを指摘している。
　このように大下［2009］やRatnatunga and Alan［2011］は、取締役会に
戦略、戦略的企業行動、価値創造に注意を向けさせる「戦略的企業統治」と、
従来の「構造的企業統治」の枠組は、Davila［2005］のフレームワークと一
部似ている箇所がある14。
　なぜ、この３つの論文を結びつけようとするのかというと、組織スラックを
適切に管理する主体の必要性と、組織スラック概念が利害関係者を含む企業組
織に焦点を当てている点からである。
　特に、田尻［2010］では、企業統治主体である銀行が情報の優位性を通し
て、組織スラック形成に寄与する点を考察している。
　また、この統治主体である銀行は、Davila［2005］の戦略的イノベーショ
ンで言及された異なる組織構成員をもたらす。それは銀行が様々な企業と取引
をする中で経営ノウハウだけでなく様々な紐帯を持ち、色々な企業と協働して
イノベーションを起こすきっかけをもたらすかもしれないことを意味する。
　そして、Ratnatunga and Alan［2011］のスタッフからの情報提供という
点は、必ずしも符合するわけではないが、銀行は取締役の派遣だけでなく中間
14　無論、Davila［2005］はマネジメント・コントロールとイノベーションの関係性を
考察するものであり、企業統治に言及していない。また、Davila［2005］の戦略的コ
ンテクストと構造的コンテクストがRatnatunga and Alan［2011］のフレームワーク
と完全に符合するとは考えていない。
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管理職の派遣もしていることから取締役会に様々な情報提供しやすい仕組みが
ある。
　Ratnatunga and Alan［2011］とDavila［2005］の「戦略的側面」と「構
造的側面」のフレームワークが似ているということだけでなく、両者の知見
が、銀行を含む企業統治主体が、このように経営者と同じ目線で戦略や戦略的
行動に注意を向けて、新しい価値を創造しイノベーションを起こすことにつな
がるところに関連した責任まで課される局面は注目に値する。このことは、責
任会計に戦略責任だけでなく、戦略的統治責任まで付け加えられる可能性があ
ることを示唆しているのかもしれない。
　ここまでで、企業統治がマネジメント・コントロールと同様イノベーション
を生む役割を期待されている点を明らかにし、田尻［2010］との関連で組織ス
ラック形成とも少し接点があることを考察した。
　丸田［2005］は、フィードフォワード・コントロールの戦略的コントロール
の側面で、「意図された戦略、戦略的計画、創発的戦略、実現された戦略」の
中で「意図された戦略」をフィードフォワード・コントロールの戦略形成のと
ころに位置づけている。また、丸田［2005］は、Simons［1995］のコントロー
ル・レバーにフィードフォワード・コントロール的な特徴があることを示唆し
ている15。そして、Simons［1995］の４つコントロール・レバー（診断型コ
ントロール、双方向型コントロール、理念システム、事業境界システム）を操
るには経営者の巧みなコントロールが求められる。
　これらのことは、戦略コントロールレベルのフィードフォワード・コント
ロールにおいては、経営者がうまく戦略変化に対応してリーダーシップを発揮
した巧みなコントロールが求められることを意図するものと本論文は解釈する。
　Davila［2005］においても経営者が急進的なイノベーションをコントロー
ルする局面を指摘している。
15　これについては詳しい言及はなされていない。これは本論文でも今後の課題である。
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　他方で、大下［2009］やRatnatunga and Alan［2011］においても、その
経営者の戦略的な行動とコントロールを企業統治主体が同じ目線で追いコント
ロールする点も指摘されている。
　これらの知見を合わせて、未だ予備的考察ではあるものの、フィードフォ
ワード・コントロールが田尻［2010］の「銀行が支援する組織スラック形成」
とどのように結びつくのか簡単に説明したい。
　不確実性下における激しい環境変化を事前に読み取りながら、当初の戦略が
古くなり、新しい戦略が形成する過程で、その戦略があるべき姿のものなのか
古い戦略と新しい戦略が比較し、合意形成のない下位から提示される戦略と新
しい戦略を比較して「違い」を認識して、（ある程度幅を持つ）合意形成の得
られる戦略に収束させる。その中では、戦略的計画における従前のプログラム
と新しいプログラムを総合化し調整を図りながら新しい長期目標利益を設定
し、古いものと比較してあるべき姿かを問う。また、新しい戦略形成と同時並
行で見積もられてくる目標利益と新しい目標利益の差異を合意形成が得られる
適切な値におさめることが求められる。
　このような戦略変化を事前に統制する中で合意形成が得られる上記のような
差異を形成し資源化してうまく配分することでイノベーションを起こすことも
想定される。
　そして、このような経営者が主導する戦略的イノベーションに伴う柔軟な戦
略的行動を阻害しないように、銀行から派遣された取締役が、同じく銀行から
派遣された中間管理職やスタッフ部門から適切な会計情報や非会計情報を得
て、銀行が様々な企業との取引の中で培ってきたノウハウも利用して、利害関
係者の合意形成が得られるような助言を行い、適切な戦略を経営者に導かせ
る。また、場合によっては、銀行が仲介して他の企業と提携した事業がより大
きな効果が発揮でき、かつ、合意の得られるものであれば、新しい取引企業を
紹介する局面も想定できる。
　このようにして取締役会が主導する戦略的企業統治により経営者に新しい戦
田尻敬昌：組織スラック論とフィードフォワード・コントロールの再検討
―　　―36
略形成ができるよう支援し、利害関係者の合意が得られる新しい戦略を模索
し、許容される差異の形成を見極めて、急進的なイノベーションの資源として
利用できるよう助言し確保すると考えられる。この急進的イノベーションによ
り、さらなる組織スラックが形成される可能性がある。
４．おわりに
　本論文では、組織スラックのフィードフォワード・コントロール的特徴を考
察した。組織スラック研究という特質上、従来のフィードフォワード・コント
ロールの解釈に一部なじまないものがあるものの、事前統制規準と事前統制対
象（丸田［2005］）の差異というところに組織スラックとの接点を求めた。
　この差異に対して、最善ではないが、次善的に適正なものであろうという合
意形成が得られるところに組織スラックの特徴を見出し、本論文が考える
フィードフォワード・コントロールが組織スラック形成の端緒になる可能性を
示唆した。
　また、その差異について指標間の対立という可能性からも組織スラックを関
連づけた。
　戦略形成、マネジメント・コントロールといった管理階層の体系において
も、戦略、戦略的計画、予算といった各段階に計画を変換させていくなかにも
組織スラックの要素があることを考察した。
　そして、このような事前差異の形態として、１）顕在化させて修正しない差
異、２）目標値に含ませ潜在化された差異、３）目標に幅を持たせることによる
幅のある差異を提示し、それぞれに対して、考えられるシナリオを検討した16。
１）については、注意・関心を集めたり（モニタリングなど）、継続的なコミュ
16　このシナリオも最善ではないが次善的に適正なものとして合意が得られる状況を想
定している。具体的なシナリオについては2.1.を参照していただきたい。
九州国際大学経営経済論集　第21巻第１・２合併号 （2015年３月）
―　　―37
ニケーションを求める意図があり、２）については、より強い注意・関心やコ
ミュニケーションを求める意図や、不当に利得を搾取する利害関係者への対処
方法といった意図があり、３）については、レンジ業績予想に伴うシナリオなど
が想定される。
　これらの知見から、環境変化やそれに伴う戦略機会の変化における丸田
［2005］の統制規準の変化や、Grafton, Lillis and Widener［2010］の戦略機
会の変化を捉えるフィードフォワード・コントロールの特徴を参考にして、企
業統治主体に戦略的責任（大下［2008］やRatnatunga and Alan［2011］）を
課して、経営者が適切にイノベーションを起こしたり、柔軟な戦略的行動をと
ることをサポートする状況において、企業統治主体は、適切な組織スラックの
形成・利用を促すところにフィードフォワード・コントロールが貢献する可能
性を示した。これらはあくまでも予備的考察にあり詳細な検証が必要である点
は注意されたい。
　本論文の課題としては、フィードフォワード・コントロール論の性質という
ものを網羅的に考察しているわけではない。さらに、本論文のフィードフォ
ワード・コントロール論の解釈も、組織スラック研究という特質上、一部異な
るものがある。
　また、組織スラック形成におけるフィードフォワード・コントロール的特徴
が、高橋［2004］の組織スラック形成に関する考察に対してどのように位置づ
けられるのか十分には考察できていない。
　さらに、本研究が、予算スラック研究（Lukka［1988］、小菅［1992］、小林
［1994］、高橋［2004］、李・松木・福田［2010］、伊藤［2013］など）に対して、
どのような位置づけになるのかも十分には検討できていない。
　そして、イノベーション（Tushman and Anderson［1986］、Utterback［1994］
など）とマネジメント・コントロールの関係（Simons［1995］、Henri［2006］、
福島［2012］など）に関する考察も不十分であると思われる。
　また、指標間の対立などに焦点を当てたが未だ「テンション」などに関する
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先行研究に対する位置づけが十分になされていない。
　これらは、今後の課題としたい。
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